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船体および推進器の汚損が推進性能に与える影響

松山　　晃，西矢　豊就，荒木　　猛，今田　忠志

Studies on Propulsive Performance by Marine 
Fouling of Ship-hull and Propeller

Akira MATSUYAMA , Toyonari NISHIYA, Takeshi ARAKI and Tadashi IMADA

While the oil resoures have become 60% among the overall cost, the propulsive energy which is used to rotate

the propeller have been consumed as the about 32% against total shaft horse power which is made in the marine main

engine.  We consider that the using fuel oil must be the saving of the energy converting from the thermal calorific

fuel oil energy to the rotating energy of propeIler．
So, here we quantitatively clarifired for saving energy of main engine of T/V Kakuyo—Maru during 1990 to

1998.  Due to advancing of the marine fouling animals of the hull bottom and the propeller blades, the propulsive

coefficient have been deteriorated．
In this study, it is recognized that fuel consumption value increases up until 22.24% and SM increases large up

until 9.4～16.4% for the second half-year of each year. 
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l．はじめに

日本は中東の石油資源への依存度があまりにも高いので，
中東の政情が逼迫した1970年代に，二度の石油ショツクを経
験した。今後10年以内に再ぴ石油危機が起こる可能性はかな
り高いと言われる。他方，エネルギー問題は地球温暖化問題
に密接にかかわるので，エネルギーの効率的な利用や無駄を
省くなど，省エネ・需要抑制に重点を置いた明確な戦略が要
求される。
97年12月，気侯変動枠組み条約第３回締約国会議（COP3）

が開催された。そこで日本は二酸化炭素（以下CO2とする）
排出量を2010年までに6％削減することになった。政府はエ
ネルギー使用のより一層の合理化を目指し，省エネルギ一法
の改正を実施したところである。大気汚染物質の内，船舶か
ら排出されるCO2についてみると，3421（万屯／年）で，日
本国内全体の排出量の3％になる。１）この数値は日本沿岸200
海里以内を航行する船舶のことであって，地球規模では看過
できない排出量になる。
長崎大学水産学部練習船鶴洋丸は，75年の竣工以来90年度
まで，年間4月と9月との2回入渠して，主機関を含む推進装
置の保守整備および船体，プロペラの清浄と再塗装を実施し
てきた。しかしながら，年々塗料が改良されて塗膜寿命も延
び，かつ運行費節約の一環として91年度以後は9月の入渠を
取り止めた。その結果推進系にかかわる運転諸元の値は変化
してきている。特に燃焼系の運転諸元の値の変化に伴って，
大気汚染物質の内CO2排出量がどのように変化したかは新た
に認識すべき事項である。
90年度以前の機関特性および推進性能については前報２）に

述べた。91年度以降の各年度前半，すなわち4～9月期間（以
下①期とする）の運転諸元値は前報２）で報告した範囲内にほ
ぼ納まっている。一方，各年度後半，すなわち10～翌年3月
期間（以下②期とする）は，船体とプロペラとの汚損に基づ
いた推進性能の低下から，推進動力は明らかに増加した。デ
ィーゼル機関が利点としてきた低燃費，高熱効率などが額面
通り生かされているだろうか，必ずしもそうとは言えない状
況がある。
本船の主機関は平均寿命を超えた。そこで今回，推進系運
転諸元の変動を調査してみた。9月の入渠を実施していた90
年度と中止した96～98年度との4年間に亙る②期の推進系諸
元の値を比較し，それらの相関々係を解析したのでその結果
を報告する。

2．資　　料

本報告に用いた本船の主たる諸元は前報３）に報告した。
船舶の機関撮要日誌（エンジンログブック）は，主機関お
よび推進装置の運転諸元の値を，4時間単位で計測，計算し
記録したものである。したがって，多くの変数を有する椎進
装置の就航時系列性能を的確に把握するためには，最も有効
な情報源と言える。本船は毎年同じような航路および日程で
航走している。本報告の資料はエンジンログブックの記録の
中から，各年度の①～②期について，それぞれ約40点を抽出
した。また，資料からは系統誤差を極力排除した。そのため，
船体および主機関の運転状態が安定し，しかも通常の航海速
力の12.5kt前後の範囲にあるデータの抽出に努めた。そして，
プロペラピツチ角度θp（°），プロペラ回転数Np（rpm），プ
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ロペラ回転比Rp｛＝ (Np / Npo)
3×100，Npoはプロペラの定格

回転数で265.5rpm｝（％），船体速力V（kt），燃料消費量G

（kg/h），軸馬力Ne（ps），馬力当たりの燃料消費率be（g/ps・
h），見かけのスリップ率S（％），排水量△（ton），およびト
ルク比Rτ（％）について，それぞれ単位当たりの換算と平均
化した値を資料とした。その方法は前報２）に述べた。その他
下記（1）～（5）の項目を換算および平均化し資料とした。
（１）海里当たりの燃料消費率Gnm（kg/nm）（以下Gnmとする）

一海里を航走するのに要する燃料の消費率で，その時
の燃料消費量と船体速力とに基づいた換算値によっ

た。
（２）アドミラルティ係数Cadm

４）（以下Cadmとする）
一般にCadmは次式のように表される。
Cadm＝ (△2/3V3) /Ne‥‥（1）
式（1）に基づいた換算値によった。

（３）燃料消費係数V3/G（以下V3/Gとする）
船体速力と燃料消費量に基づいた換算値によった。

（４）燃料低位発熱量Hu（kcal/kg）（以下Huとする）
燃料の比重と温度とに基づいた換算値によった。

（５）正味熱効率ηe (％)５）（以下ηeとする）

Table1-1. Mean and range of sampling data of Engine Log-Book from 1990 to 1998
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一般にηeは次式のように表される。
ηe＝ (632×103) / (Hu‐be)‥‥（2）
式（2）に基づいた換算値によった。

3．結果および考察

運転諸元の資料の平均値とそれらの変動範囲とをTable1-1
およびTable1-2に，また，それらの経時変化をFig.1に示した。
Fig.1の横軸は主機関の運転日数を示す。
運転諸元のNp, V, Ne, S, Rτ, Cadm, V

3/Gおよびηeの相互間の関

係をFig.2～7にそれぞれ示した。

3．l 運転概況
Table1-1，Table1-2およびFig.1から，θpの①～②期の平均

値は90年度より96～98年度が約1°小さい。また，Npの平均
値の②期は90年度より96～98年度が約3rpm小さい。その結
果，96～98年度のVの平均値は①期より②期が約0.5kt低速に
なる。

Sの90年度の平均値は①～②期に亘り約18％で変動幅は小
さい。また96～98年度の②期が①期より31.51％大きくなる。

Table1-2. Mean and range of sampling data of Engine Log-Book from 1990 to 1998
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90年度のG，NeおよびRτ等の平均値は①期が②期より大き
い。しかしながら96～98年度では，反対に全年度に互って②
期が①期より大きくなる。その結果，90年度のCadmおよび
V3/Gの平均値は②期が①期より大きい。また，96～98年度で
は各年度共①期が②期より大きくなる。一方，90年度の②期
のCadm初期値は，①期の初期値まで回帰するが，96～98年度

のそれらは回帰していない。船体およびプロペラの汚損に基
づく推進係数６）（以下ηpcとする）の低下によるものである。

beおよびηeは各年度の①～②期に亘って変動幅は小さい。
すなわちηpcがbeおよびηeに与える影響は小さく，線図係数お
よび機械効率が良かったと言える。７）

Fig. 1 Fluctuations of various items of propulsive plant, i. e., θp, Np, V, G, Ne, Rτ, be, Gnm, Gadm,V
3/G, e, S, and runnig hours of main

engine in T/V Kakuyo-Maru from 1990 to 1998.
Note : Unit and symbols in this Fig.1 are same in Table 1-1, 2.
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3．2 軸馬力
一般にNeとNpとの間の関係はNe∝Np

3である。８）また，前
述したようにRp∝Np

3である。したがって，今回の調査で，
各年度のNeとRpとの間の回帰式は次のようになる。

Ne＝（3.7786Rp－2.0275）×103‥‥90
Ne＝（2.4542Rp－0.4194）×103‥‥96 （3）
Ne＝（2.5434Rp－0.5884）×103‥‥97
Ne＝（2.5291Rp一0.5748）×103‥‥98
横軸にRpをとりNeとの間の関係式（3）をFig.2に示した。

主機関の負荷作動線，すなわちRpに対するNeの傾きは，90
年度が96～98年度より大きい。他方，全年度の②期における
Npの平均値254.17rpmにおいて，Neは90年度が1287.70psであ
るのに対し，96～98年度の平均値は1673.70psとなる。すな
わち狭義のシーマージン（以下SMとする）は90年度に対し
96～98年度が29.98％増加する。

その結果，主機関の運転位置は90年度より96～98年度が大
きくトルクリッチゾーンに寄る。このことは船体およびプロ
ペラの汚損に伴ってNeが増加したことを如実に示している。
一方，VとNpとの問にはV∝Npの関係がありNe∝V3が成り

立つ。８）各年度のNeとVとの間の回帰式は次のようになる。
Ne＝0.7263V3‥‥90
Ne＝0.8469V3‥‥96

（4）
Ne＝0.7906V3‥‥97
Ne＝0.7984V3‥‥98
NeとVとの間の関係式（4）を，横軸にVをとりFig.3に示

した。通常の航海速力12.5ktにおいてFig.3の90年度のNeに対
する96年度および97～98年度のSMはそれぞれ16.6および
9.4％増加する。通常SMは2～3％の増加９）であるが，これは
船体およびプロペラの汚損に伴ってNeが大幅に増加したこ
とを示す。

3．3 燃料消費量
主機関のGおよびNeとVとの間の関係は，理論的にG∝Ne

∝V 3である。８）今回の調査で，各年度のGとVとの間の回帰
式は次のようになる。

G＝ 4.5998V1.5487‥‥90
G＝29.1859V0.9107‥‥96

（5）
G＝31.0861V0.8618‥‥97
G＝29.3742V0.8921‥‥98
一般にVのベキ指数は3であるのに対し，式（5）はいずれ

も小さい。これは主機関の運転範囲が低負荷域にあり，beの
対負荷変動が低負荷率の運転範囲で非常に大きく，その結果，
Vのベキ指数が小さくなるためである。10）

GとVとの間の関係式（5）を，横軸にVをとってFig.4に示
した。GはFig.3のVに対応したNeと同一の変動をしている。
通常航海速力12.5ktにおいて，Gの平均値は90年度に対し96
～98年度が22.48％増加する。3.2で述べたように，船体およ
びプロペラの汚損に伴ってGが確実に大きく増加することを
示している。また，その結果推進装置の運転モードにしたが
い主機関の運転位置が燃料消費量を増加させる方向に移勤す
れば，大気汚染物質の内，CO2，窒素酸化物（NOx）などの
排出量は比例的に増加する。
一般にディーゼル機関のNe（ps）は次式11）で表される。

Ne∝Pe・n‥‥（6）
ここにPe：正味平均有効圧力（kg/cm2）

n：回転数（rpm）

Fig. 2 Interrelation between ratio of operating rpm to rated rpm of

propeller Rp (%) and shaft horse power Ne (ps) from 1990
to 1998.

Fig. 3 Interrelation between ship speed V (kt) and shaft horse

power Ne (ps) from 1990 to 1998.

｝

｝

｝
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である。
前述のNe∝Gおよびn∝Np∝Vの関係からVが一定の場合，

燃焼量Gの増加に比例してPeは増加する。すなわち，ディー
ゼルサイクルの熱負荷は高くなる。しかしながら，その一方
でηeは上昇していく。11）

各年度のbeとNeとの間の回帰式は次のようになる。
be＝2.9071×102Ne－0.0720‥‥90
be＝2.9056×102Ne－0.0721‥‥96

（7）
be＝3.0032×102Ne－0.0765‥‥97
be＝3.0860×102Ne－0.0803‥‥98
beとNeとの間の関係式（7）を，横軸にNeをとってFig.5に

示した。

96～98年度の②期におけるNeの平均値1681.08psは90年度
のNeのそれに対し21.06％増加している。その結果，96～98
年度②期のbeの平均値170.10g/ps・hは90年度のbeのそれに対
し1.49％低下する。一方，Fig.5に示すように各年度のbeの値
の差は非常に小さい。Neとbeとはトレードオフの関係にあ
り，Neを増滅する運転要素が働くと，beはその方向と反対
に低下ないしは上昇する。Fig.5において，船体およびプロ
ペラの汚損に伴うbeの変化はない。
また，各年度のηeとNeとの間の回帰式は次のようになる。

ηe＝1.9664×10－5Ne＋0.3319‥‥90
ηe＝1.3870×10－5Ne＋0.3408‥‥96

（8）
ηe＝1.5598×10－5Ne＋0.3378‥‥97
ηe＝1.5800×10－5Ne＋0.3376‥‥98
Neとηeとの間の関係式（8）を，横軸にNeをとってFig.6に

示した。

今回調査の燃料の比重変動幅は0.8400～0.8605と小さい。
したがって，式（2）のHuはほぼ一定とみなせる。一般に，
Neが減少するとbeは大きくなる。したがって，ηeはNeの滅
少と共に小さくなる。すなわち，ディーゼル機関の熱効率は
悪化していく。各年度の②期におけるNeの平均値1607.971ps

に対するη eは，式（8）から，それぞれ，36 .35，36 .31，
36.29および36.30％となる。すなわち高い効率を維持してい
る。12）前述したように，これは全年度②期のbeの値の差が非
常に小さくなっているためと言える。

3．4 アドミラルティ係数
一般に船舶は推進し易さを計るパラメータの一つにCadmを

利用する。Cadmは船体およびプロペラの汚損に伴う抵抗の増
加と共に低下していくからである。
また，90年度②期におけるCadmの平均値214.94に対し96～

98年度のそれらは19.46％低下している。すなわち，96～98
年度の②期になるとηpcが悪化したと言える。

Table1-1およびTable1-2から今回調査した△は全年度を通
じ変動が小さい。式（l）の△項を一定としたアドミラルテ
ィ係数相当のV3/Gの平均値は90年度②期の8.8325に対し96～
98年度のそれらは18.80％低下する。また，Fig.1によると，
V3/GはCadmの経時変化と非常によく合致した変化をする。し
たがって，V3/Gは簡便なCadmとなり，その使用例もある。13）

3．5 船体速力
VとNpとの関係については既に述べた。８）今回の調査でこ

れらが比例する範囲なら，各年度の間の回帰式は次のように
なる。

V＝12.32×10－2Np－18.75‥‥90
V＝ 6.02×10－2Np－ 2.58‥‥96
V＝ 9.46×10－2Np－11.21‥‥97

（9）

V＝ 8.36×10－2Np－ 8.56‥‥98

Fig. 4 Interrelation between ship speed V (kt) and fuel oil

consumption G (kg/h) from 1990 to 1998.

｝

Fig. 6 Interrelation between shaft horse power Ne (ps) and net

thermal efficiency ηe (%) from 1990 to 1998.

｝

｝

Fig. 5 Interrelation between shaft horse power Ne (ps) and specific

fuel oil consumption be (g/ps/h) from 1990 to 1998.
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VとNpとの間の関係式（9）を，横軸にNpをとりFig.7に示
した。
式（9）から通常航海速力12.5ktにおける各年度のNpは，そ
れぞれ，253.68，250.47，250.65および251.79rpmになる。90
年度は96～98年度のいずれよりも大きい。また，3.1で述べ
たように①～②期のθpの平均値は90年度が96～98年度より
1°大きい。したがって，90年度のプロペラの単独効率は低
下する14）のでηpcも低下する筈である。しかしながら，全年
度の②期のNpの平均値に対応するVのそれらは90年度に対し

96～98年度が1.14％低下する。すなわち前報８）で述べたよう
にηpcに与える影響はNpよりθpの方が大であると言える。
各年度の②期のNeとNpとの間の関係を，横軸にNpをとり

Fig.8に示した。そして，Vが通常航海速力を含む12.0，12.5
および13.0ktに相当する運転点を，式（9）から換算して同
図にプロットした。90年度のVは96～98年度のそれらに対、
し，大きくトルクアップゾーンに寄っている。船体およびプ
ロベラの汚損が後者に大きく影響したことを示している。ま
た，前報６）に示した系統的なV－Np特性曲線は得られない。
すなわち，VおよびNpの変動に対する外乱因子は多かったと
言える。

3．6 見掛けのスッリプ率
今回調査のSとNpとが比例する範囲なら，これらの間の回

帰式は次のようになる。
S＝16.66×10－2Np－24.8297‥‥90
S＝17.78×10－2Np－32.0306‥‥96 （10）
S＝ 2.10×10－2Np＋ 4.8623‥‥97
S＝ 8.74×10－2Np－11.9776‥‥98
SとNpとの間の関係式（10）を，横軸にNpをとりFig.9に示

した。Sは，θpないしはNpが大きくなりVが低下すると増加
する。また，θp，VおよびNpのSへの寄与率はそれぞれ1/3程
になり，とりわけθpの影響が大きい。８）SとCadmとはトレード
オフの関係にあり，15）Fig.1によると90年度の②期における
Cadmの平均値は96～98年度②期のそれらより大きいにもかか
わらずSは大きい。96～98年度に対する90年度のθpおよびNp

は，それぞれ7.60および1.15％大きくなっている。その結果，
96～98年度のSは90年度のそれより58.37％増加したものと思
う。

要　　約

船体とプロペラとの汚損に基づいたηpcの低下から，主機
関および推進装置の運転諸元の②期の値は次のように変化し
たと言える。
１．90年度に対し96～98年度のθpおよびNpは，それぞれ，

1°および3rpmだけ小さくなる。その結果90年度に対し
96～98年度のVは0．5kt低下する。

２．90年度および96～98年度について，12.5ktに対応するG

Fig. 7 Interrelation between propeller revolition Np (rpm) and ship

speed V (kt) from 1990 to 1998.

Fig. 8 Interrelation between propeller revolition Np (rpm) and shaft

horse power Ne (ps) from 1990 to 1998.

｝

Fig. 9 Interrelation between propeller revolition Np (rpm) and

propeller slip S (%) from 1990 to 1998.
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の平均値は96～98年度が90年度より22.48％増加する。
その結果Npの平均値に対応する各年度のNeの平均値は
29.98％増加する。また12.5ktに対応するNeのSMは全年
度を通じて9.4～16.6％大きくなる。一方，Neが増加し
たためbeの平均値は，96～98年度が90年度より1.49％改
善される。CadmおよびV3/Gの平均値は96～98年度が90年
度より，それぞれ，19.46および18.80％低下する。また，
V3/Gの経時変化はCadmのそれと非常によく合致するので，
ηpcはV3/Gにより椎定可能である。

３．VはθpおよびNpをパラメーターとする函数である。した
がって，ηpcの低下する②期は大気汚染物質の排出量を
抑制するため，SMの低減につながるオペレーションモ
ードの選択が肝要になる。

おわりに本研究にご協力頂いた鶴洋丸機関部の諸氏に深く
感謝いたします。
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